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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第79期
第２四半期
連結累計期間

第80期
第２四半期
連結累計期間

第79期
第２四半期
連結会計期間

第80期
第２四半期
連結会計期間

第79期

会計期間

自  平成20年
     ４月１日
至  平成20年
     ９月30日

自  平成21年
      ４月１日
至  平成21年
      ９月30日

自  平成20年
      ７月１日
至  平成20年
      ９月30日

自  平成21年
      ７月１日
至  平成21年
      ９月30日

自  平成20年
      ４月１日
至  平成21年
      ３月31日

売上高 (千円) 13,887,1063,306,3457,596,0751,471,06721,518,587

経常利益又は経常損失
(△)

(千円) 1,530,536△1,032,570847,112△626,8662,003,671

四半期(当期)純利益又は
四半期純損失(△)

(千円) 763,407△996,746 394,453△569,846 596,875

純資産額 (千円) ― ― 13,951,51411,709,29812,718,882

総資産額 (千円) ― ― 25,437,52015,871,94919,355,484

１株当たり純資産額 (円) ― ― 179.15 150.77 165.58

１株当たり四半期(当期)
純利益又は四半期純損失
(△)

(円) 11.62 △15.17 6.00 △8.67 9.09

潜在株式調整後１株当た
り四半期(当期)純利益

(円) ─ ─ ─ ─ ─

自己資本比率 (％) ― ― 46.3 62.4 56.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 1,977,047362,681 ― ― 2,037,729

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △757,505△55,430 ― ― △1,183,016

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △490,953 167,517 ― ― △829,140

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― ― 3,727,4263,211,4902,698,873

従業員数 (名) ― ― 659 564 629

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益について、第79期、第79期第２四半期連結累計(会計)期間は、潜

在株式が存在しないため記載しておりません。また、第80期第２四半期連結累計(会計)期間は、１株当たり四

半期純損失であり、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれる事業

の内容に重要な変更はありません。

なお、当第２四半期連結会計期間において、不動産賃貸を行っておりました株式会社カスケード（連結子

会社）は、平成21年７月１日付けで、当社が吸収合併いたしました。

　

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、連結子会社であった株式会社カスケードは、平成21年７月１日付け

で、当社が吸収合併いたしました。

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成21年９月30日現在

従業員数(名)
564

　　　　　　　　　(48)

(注) １　従業員数は、就業人員であります。

２　従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当第２四半期連結会計期間の平均雇用人員であります。

　

　

　

(2) 提出会社の状況

　 平成21年９月30日現在

従業員数(名)
299

　　　　　　　　(43)

(注) １　従業員は、就業人員であります。

２　従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当第２四半期会計期間の平均雇用人員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第２四半期連結会計期間における生産実績を部門ごとに示すと、次のとおりであります。
　

部門の名称 生産高(千円) 前年同四半期比(％)

工作機械事業部門 1,014,898 △86.2

合計 1,014,898 △86.2

(注) １　金額は、販売価格によっております。
２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

　

(2) 受注実績

当第２四半期連結会計期間における受注実績を部門ごとに示すと、次のとおりであります。
　

部門の名称 受注高(千円) 前年同四半期比(％) 受注残高(千円) 前年同四半期比(％)

工作機械事業部門 1,420,021 △79.2 1,200,282 △82.0

合計 1,420,021 △79.2 1,200,282 △82.0

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　海外取引については、当第２四半期連結会計期間末日レートにより換算しております。

　

　

(3) 販売実績

当第２四半期連結会計期間における販売実績を部門ごとに示すと、次のとおりであります。
　

部門の名称 販売高(千円) 前年同四半期比(％)

工作機械事業部門 1,471,067 △80.6

合計 1,471,067 △80.6

(注) １　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

　

相手先

前第２四半期連結会計期間 当第２四半期連結会計期間

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

株式会社山善 877,399 11.6 225,620 15.3

２  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等

又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の締結等はありません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が

判断したものであります。

　

(1)経営成績の分析

当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、世界的な景気低迷を受け、企業収益が大幅に減少

し、雇用情勢の悪化傾向も継続しており、依然として厳しい状況で推移いたしました。世界経済は、中国に

おける内需を中心とした景気回復により、アジア諸国の一部にも景気の持ち直しが見られますが、米国、

欧州においては景気低迷が継続しております。

国内工作機械業界は、(社)日本工作機械工業会の当第２四半期連結会計期間における受注総額は1,092

億円となり、前年同四半期に比べ68.7％減となりました。内需は467億円(前年同四半期比67.4％減)、外需

は624億円(前年同四半期比69.7％減)であり、外需比率は57.2％となっております。

このような状況のなか、当社グループにおきましても、昨年10月以降の新規受注の急激な減少及び既受

注分のキャンセルにより、受注残高は大幅に減少いたしました。この結果、当第２四半期連結会計期間に

おける当社グループの売上高は1,471百万円となり、前年同四半期に比べ80.6％減となりました。利益に

つきましては、操業度の低下による固定費負担の増加により、営業損失648百万円(前年同四半期は、営業

利益832百万円）、経常損失626百万円(前年同四半期は、経常利益847百万円)、四半期純損失569百万円(前

年同四半期は、四半期純利益394百万円)となりました。

　

所在地別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

①日本

当第２四半期連結会計期間におきましては、世界的景気低迷と先行き不透明感から、自動車業界、一

般機械等の設備投資が大幅に減少しており、当社主力商品であるＮＣ旋盤の販売が低調に推移した結

果、売上高は、前年同四半期に比べ3,995百万円減少し、1,052百万円となりました。営業損益につきまし

ては、営業損失513百万円(前年同四半期は、営業利益639百万円)となりました。

②アジア

アジアにおきましても、ＮＣ旋盤及びＩＴ関連のプリント基板ドリル穴明機の販売が低調であり、売

上高は、前年同四半期に比べ2,422百万円減少し、492百万円となりました。営業損益につきましては、営

業損失139百万円(前年同四半期は、営業利益190百万円)となりました。

EDINET提出書類

株式会社滝澤鉄工所(E01490)

四半期報告書

 5/37



③北米

米国におきましても、景気低迷の影響を受け、売上高は、前年同四半期に比べ、55百万円減少し、29百

万円となりました。営業損益につきましては、営業損失８百万円(前年同四半期は、営業損失13百万円)

となりました。

④その他の地域

ヨーロッパにおきましても、景気は低迷しており、為替変動等の影響もあり、売上高は、前年同四半期

に比べ、211百万円減少し、18百万円となりました。営業損益につきましては、営業損失９百万円(前年同

四半期は、営業利益５百万円)となりました。

　

(2)財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末における連結財政状態につきましては、前連結会計年度末に比べ、総資産

は3,483百万円減少し、15,871百万円となりました。この減少は、受取手形及び売掛金、たな卸資産がそれ

ぞれ2,531百万円、867百万円減少したことによるものであります。

また、負債は前連結会計年度末に比べ2,473百万円減少し、4,162百万円となりました。これは支払手形

及び買掛金が2,544百万円減少したことによるものであります。

純資産は前連結会計年度末に比べ1,009百万円減少し、11,709百万円となりました。この減少は、利益剰

余金が1,095百万円減少したことによるものであります。

　

(3)キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、第１四半期連結会計期間末に比べ517百

万円増加し、3,211百万円となりました。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは301百万円となり、前年同四半期連

結会計期間に比べ891百万円資金が減少いたしました。この減少は、主として売上債権の減少による925百

万円の資金収入増、たな卸資産の減少による412百万円の資金支出減もありましたが、税金等調整前当期

純利益の減少による1,452百万円の資金収入減、仕入債務の減少による725百万円の資金支出増があった

ことによるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結会計期間の投資活動によるキャッシュ・フローは55百万円となり、前年同四半期連

結会計期間に比べ367百万円資金が増加いたしました。これは主として投資有価証券の償還による収入

100百万円の資金収入増、有形固定資産の取得による支出67百万円の資金支出減および前年同四半期連結

会計期間における、定期預金の増加額100百万円、投資有価証券の取得による支出100百万円の資金支出減

によるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結会計期間の財務活動によるキャッシュ・フローは151百万円となり、前年同四半期連

結会計期間に比べ461百万円の資金が増加いたしました。これは主として、長期借入れによる収入458百万

円の資金収入によるものであります。
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(4)事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。

　

(5)当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

①　基本方針の内容

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業価値の源泉を理解し、当社

が企業価値ひいては株主共同の利益を継続的かつ持続的に確保、向上していくことを可能とする者

である必要があると考えております。

当社は、当社の支配権の移転を伴う買付提案がなされた場合、その判断は最終的には株主の判断に

基づき行われるべきものと考えております。従って、当社株式について大規模買付がなされた場合、

これが当社の企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上に資するものであれば、これを否定す

るものではありません。しかしながら、突如として行われる株式の大規模買付行為の中には、その目

的等から判断して企業価値ひいては株主共同の利益を明白に著しく毀損するもの、株主に株式の売

却を事実上強要するおそれがあるもの、対象会社の取締役会や株主が株式の大規模買付行為につい

て検討し、また対象会社の取締役会が代替案を提案するための十分な情報と時間を提供しないもの

等、株主が適切な判断を行うことを困難とするものも見受けられます。

当社の企業価値は、工作機械の製造・販売を通じ平和産業の発展に寄与し、お客様のニーズにきめ

細かく対応し、お客様に真にご満足いただける、お客様の価値をより高めていただける製品・生産シ

ステムを安定的に提供し続けることにあると考えております。

当社株式の買付けを行う者がこれら当社の企業価値の源泉を理解し、これらを中長期的に確保し、

向上させられるものでなければ、当社の企業価値ひいては株主共同の利益は毀損されることになり

ます。当社は、このような濫用的な買収に対しては必要かつ相当な対抗をすることにより、当社の企

業価値ひいては株主共同の利益を確保する必要があると考えております。

②　基本方針実現のための取組み

　ⅰ　基本方針の実現に資する特別な取り組み

当社は、当社の企業価値を向上し、上記基本方針を実現するため、中期経営計画等を策定しこれを

実現すべく行動しております。

また、当社はコンプライアンス基本規程を制定し、法令等の遵守に基づく公正な経営により、企業

倫理と調和した経営効率を達成し、株主価値の一層の向上と企業の社会的責任を果たすべく、代表取

締役社長を委員長としたコンプライアンス委員会を設置し、コーポレート・ガバナンス強化に努め

ております。
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　ⅱ　基本方針に照らして不適切な者が支配を獲得することを防止するための取組み

当社は、平成18年５月19日開催の取締役会において「当社株式の大規模買付行為に関する対応

策」（以下「本対応方針」といいます。）の導入を決議しております。

本対応方針は、当社が発行者である株券等について、① 特定株主グループの議決権割合を20%以上

とすることを目的とした当社株券等の買付行為 、また、② 結果として特定株主グループの議決権割

合が20%以上となる当社株券等の買付行為（以下「大規模買付行為」と総称します。）を対象としま

す。これらの買付等が行われた際、それに応じるべきか否かを株主の皆様が判断するために必要な情

報や時間を確保したり、株主の皆様のために交渉を行うこと等を可能とするものです。また、上記基

本方針に反し、当社の企業価値・株主共同の利益を毀損する大規模買付行為を新株予約権無償割当

て等を利用することにより阻止し、当社の企業価値・株主共同の利益を確保・向上させることを目

的としております。

当社の株券等について大規模買付行為が行われる場合、当該大規模買付行為を行おうとする者

（以下「大規模買付者」といいます。）には、買付内容等の検討に必要な情報及び本対応方針に定め

る事前情報提供に関するルール（以下「大規模買付ルール」といいます。）を遵守する旨の誓約を

含む意向表明書の提出を求めます。当社は、意向表明書の受領後10営業日以内に、株主の皆様のご判

断及び取締役会としての見解形成のために必要な情報（以下「大規模買付情報」といいます。）の

リストを大規模買付者に交付し、当該大規模買付情報のリストに従い、当社取締役会に対し、大規模

買付情報の提供を求めます。その後、当社取締役会は、外部専門家等の助言を受けながら、提供された

大規模買付情報を十分に検討・評価し、当社取締役会としての見解を慎重にとりまとめて公表いた

します。また、必要に応じ、大規模買付者との間で大規模買付行為に関する条件変更について交渉し、

株主の皆様に取締役会としての代替案の提案を行うこともあります。

大規模買付ルールが遵守されない場合や当該大規模買付行為が明らかに当社の企業価値を毀損し

株主共同の利益を害するものと当社取締役会が判断した場合は、当社取締役会は当社監査役の意見

を尊重しながら、当社株主共同の利益を守るために、新株予約権の無償割当て等、会社法その他の法

律及び当社定款により認められる対抗措置をとることがあります。具体的対抗措置として新株予約

権の無償割当を行う場合、議決権割合が20%以上となる特定株主グループに属する者に行使を認めな

いこと等の行使条件等を定めます。本対応方針の有効期間は、平成22年７月31日までです。但し、有効

期間の満了前であっても、当社取締役会により本対応方針を廃止する旨の決議が行われた場合には、

本対応方針はその時点で廃止されることになります。

本対応方針は平成18年５月19日に導入しておりますが、新株予約権無償割当て等の対抗措置が実

施されていない場合には株主の皆様に直接具体的な影響が生じることはありません。他方、対抗措置

が発動され、新株予約権無償割当てが実施された場合、株主の皆様が新株予約権行使の手続を行わな

いとその保有する株式が希釈化される場合があります。（但し、当社が当社株式を対価として新株予

約権の取得を行った場合、株式の希釈化は生じません。）
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③　具体的取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由

当社の経営計画は、当社の企業価値・株主共同の利益を継続的かつ持続的に向上させるための具

体的方策として策定されたものであり、また、本対応方針は、前記②記載のとおり、その内容において

公正性・客観性が担保される工夫がなされ、かつ、企業価値・株主共同の利益を確保・向上させる目

的をもって導入されたものであり、いずれも当社の基本方針に沿うものです。

　

(6)研究開発活動

当第２四半期連結会計期間の研究開発費の総額は81,844千円であります。

　

EDINET提出書類

株式会社滝澤鉄工所(E01490)

四半期報告書

 9/37



第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

　

当第２四半期連結会計期間において、連結子会社であった株式会社カスケードを吸収合併したことに

より同社の設備を引き継いでおります。当該設備の状況は、以下のとおりであります。

　

　　提出会社

事業所名
(所在地)

部門の名称 設備の内容

帳簿価額(千円)

従業員数
(名)建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
リース

資産
その他 合計

面積(㎡) 金額

本社工場
(岡山市北区)

工作機械事業
工作機械
生産設備

422,18124,18349,1751,197,540― 2,3831,646,289
 

　―
 

本社
(岡山市北区)

管理業務
販売業務
（全社共通）

本社設備 249,534 ─ ─
 

─
 

― ─
 

249,534
 

 
１

 

玉島工場
（倉敷市）

工作機械事業
工作機械
生産設備

6,175 1,9096,441178,280─ ─ 186,366―

英国テクニカルセ
ンター

工作機械事業 販売設備 56,647 ─ 5,25157,184 ─ ─ 113,832─

福山倉庫
（福山市）

管理業務
（全社共通）
 

倉庫 2,105 1 565 54,188 ─ ─ 56,295 ―

(注)「その他」の主な内容は、工具、器具及び備品であります。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 140,000,000

優先株式 10,000,000

計 150,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成21年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年11月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 65,781,22865,781,228
東京証券取引所
市場第二部

単元株式数は、1,000株でありま
す。

計 65,781,22865,781,228― ―

(注)  内26,810,000株は、現物出資(借入金の株式化　1,126,020千円)によって発行されたものであります。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

　　　該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成21年９月30日 ─ 65,781─ 2,319,024─ 749,999
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(5) 【大株主の状況】

　 　 平成21年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

ファナック株式会社 山梨県南都留郡忍野村忍草字古馬場3580番地 3,000 4.56

株式会社中国銀行 岡山県岡山市北区丸の内１丁目15-20 2,896 4.40

滝澤鉄工所取引先持株会 岡山県岡山市北区撫川983番地 1,047 1.59

住友信託銀行株式会社 大阪府大阪市中央区北浜４丁目５-33 800 1.22

中銀リース株式会社 岡山県岡山市北区丸の内１丁目14-17 700 1.06

滝沢玉子 岡山県倉敷市 513 0.78

株式会社トマト銀行 岡山県岡山市北区番町２丁目３-４ 500 0.76

滝澤投資会 岡山県岡山市北区撫川983番地 400 0.61

三豊機工株式会社 愛知県春日井市東野新町１丁目４番地の12 381 0.58

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２-10 365 0.55

計 ― 10,603 16.11

　

　

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 　 　 平成21年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ―

議決権制限株式(その他) ─  ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 92,000 ― ―

完全議決権株式(その他) 65,284,000 65,284 ―

単元未満株式 405,228 ― ―

発行済株式総数 65,781,228― ―

総株主の議決権 ― 65,284 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式3,000株(議決権3個)が含まれて

おります。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式291株が含まれております。
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② 【自己株式等】

　 　 平成21年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式）
株式会社　滝澤鉄工所

岡山市北区撫川983番地 92,000 ─ 92,000 0.14

計 ― 92,000 ─ 92,000 0.14

　

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成21年
　４月 　５月 　６月 　７月 　８月 　９月

最高(円) 84 84 96 89 90 83

最低(円) 62 69 78 71 76 69

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第２四半期連結会計期間(平成20年７月１日から平成20年９月30日まで)及び前第２四半期連結

累計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第２四半期連結会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間

(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間(平成20年７月１

日から平成20年９月30日まで)及び前第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日

まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、あずさ監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,311,490 2,798,873

受取手形及び売掛金 2,275,372 4,806,562

商品及び製品 1,162,386 1,312,262

仕掛品 2,391,825 2,824,842

原材料及び貯蔵品 649,077 933,894

その他 206,782 669,011

貸倒引当金 △180,144 △168,723

流動資産合計 9,816,791 13,176,723

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※
 1,872,705

※
 1,935,014

土地 2,765,060 2,699,190

その他（純額） ※
 1,037,015

※
 1,070,927

有形固定資産合計 5,674,781 5,705,132

無形固定資産 7,964 8,269

投資その他の資産

その他 396,724 489,338

貸倒引当金 △24,311 △23,980

投資その他の資産合計 372,412 465,358

固定資産合計 6,055,158 6,178,760

資産合計 15,871,949 19,355,484

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,147,709 3,692,380

短期借入金 869,843 786,788

未払法人税等 21,386 105,022

賞与引当金 97,150 96,980

役員賞与引当金 － 25,000

その他 860,068 1,011,890

流動負債合計 2,996,159 5,718,062

固定負債

長期借入金 425,430 200,468

退職給付引当金 508,546 492,152

その他 232,515 225,916

固定負債合計 1,166,492 918,538

負債合計 4,162,651 6,636,601
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 2,319,024 2,319,024

資本剰余金 1,567,462 1,567,571

利益剰余金 6,674,325 7,769,611

自己株式 △20,515 △20,337

株主資本合計 10,540,296 11,635,869

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △27,226 △24,686

為替換算調整勘定 △609,426 △733,675

評価・換算差額等合計 △636,653 △758,362

少数株主持分 1,805,654 1,841,375

純資産合計 11,709,298 12,718,882

負債純資産合計 15,871,949 19,355,484
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

売上高 13,887,106 3,306,345

売上原価 10,120,946 2,927,039

売上総利益 3,766,160 379,306

販売費及び一般管理費 ※
 2,224,117

※
 1,474,886

営業利益又は営業損失（△） 1,542,043 △1,095,580

営業外収益

受取利息 10,297 4,535

受取配当金 1,752 1,651

為替差益 － 4,213

仕入割引 30,190 3,411

雇用調整助成金 － 61,017

その他 26,706 14,535

営業外収益合計 68,947 89,365

営業外費用

支払利息 17,080 12,025

為替差損 56,646 －

租税公課 － 6,664

その他 6,725 7,665

営業外費用合計 80,453 26,355

経常利益又は経常損失（△） 1,530,536 △1,032,570

特別利益

貸倒引当金戻入額 17,875 －

特別利益合計 17,875 －

特別損失

固定資産除却損 17,923 18,465

投資有価証券評価損 19,928 3,047

特別損失合計 37,852 21,513

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

1,510,560 △1,054,083

法人税等 614,662 27,789

少数株主利益又は少数株主損失（△） 132,490 △85,126

四半期純利益又は四半期純損失（△） 763,407 △996,746

EDINET提出書類

株式会社滝澤鉄工所(E01490)

四半期報告書

17/37



【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間
(自 平成20年７月１日
　至 平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成21年７月１日
　至 平成21年９月30日)

売上高 7,596,075 1,471,067

売上原価 5,593,038 1,399,149

売上総利益 2,003,036 71,917

販売費及び一般管理費 ※
 1,170,795

※
 720,736

営業利益又は営業損失（△） 832,241 △648,818

営業外収益

受取利息 8,162 2,642

受取配当金 106 6

仕入割引 14,916 1,212

雇用調整助成金 － 61,017

その他 20,451 3,936

営業外収益合計 43,637 68,815

営業外費用

支払利息 9,868 5,768

為替差損 13,561 29,076

租税公課 － 6,664

その他 5,336 5,353

営業外費用合計 28,766 46,863

経常利益又は経常損失（△） 847,112 △626,866

特別利益

貸倒引当金戻入額 1,359 －

特別利益合計 1,359 －

特別損失

固定資産除却損 17,923 17

投資有価証券評価損 5,425 －

特別損失合計 23,348 17

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

825,123 △626,884

法人税等 353,428 2,654

少数株主利益又は少数株主損失（△） 77,240 △59,691

四半期純利益又は四半期純損失（△） 394,453 △569,846
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

1,510,560 △1,054,083

減価償却費 252,188 214,760

貸倒引当金の増減額（△は減少） △16,020 2,769

賞与引当金の増減額（△は減少） △38,045 △24,829

退職給付引当金の増減額（△は減少） 6,426 12,147

受取利息及び受取配当金 △12,049 △6,187

支払利息 17,080 12,025

為替差損益（△は益） 867 △704

投資有価証券評価損益（△は益） 19,928 3,047

有形固定資産売却損益（△は益） － 9

有形固定資産除却損 17,923 18,465

売上債権の増減額（△は増加） 616,205 2,639,264

たな卸資産の増減額（△は増加） △466,260 993,429

破産更生債権等の増減額（△は増加） － △662

仕入債務の増減額（△は減少） 278,020 △2,634,220

未払金の増減額（△は減少） － △80,356

その他 374,195 337,669

小計 2,561,020 432,545

利息及び配当金の受取額 12,049 6,187

利息の支払額 △17,080 △12,991

法人税等の支払額 △578,942 △63,060

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,977,047 362,681

投資活動によるキャッシュ・フロー

関係会社出資金の払込による支出 － △15,000

有形固定資産の取得による支出 △557,505 △149,402

有形固定資産の売却による収入 － 8,971

投資有価証券の取得による支出 △100,000 －

投資有価証券の償還による収入 － 100,000

定期預金の増減額（△は増加） △100,000 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △757,505 △55,430
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 105,063 57,978

長期借入れによる収入 － 458,200

長期借入金の返済による支出 △200,000 △200,000

自己株式の売却による収入 361 50

自己株式の取得による支出 △1,643 △337

配当金の支払額 △262,811 △98,538

少数株主への配当金の支払額 △131,923 △48,876

リース債務の返済による支出 － △958

財務活動によるキャッシュ・フロー △490,953 167,517

現金及び現金同等物に係る換算差額 △4,452 37,847

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 724,135 512,617

現金及び現金同等物の期首残高 2,806,056 2,698,873

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 197,233 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 3,727,426

※
 3,211,490

EDINET提出書類

株式会社滝澤鉄工所(E01490)

四半期報告書

20/37



【継続企業の前提に関する事項】

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

項目
当第２四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)

　連結の範囲に関する事項の変更 (1)連結の範囲の変更

　株式会社カスケードは、当第２四半期連結会計期間において当社が吸
収合併したため、連結の範囲から除外しております。
(2)変更後の連結子会社の数
　６社

　

【表示方法の変更】

　
当第２四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)

(四半期連結損益計算書)

　前第２四半期連結累計期間において、営業外費用の「その他」に含めていた「租税公課」は、営業外費用の総額

の100分の20を超えたため、当第２四半期連結累計期間より区分掲記することとしております。なお前第２四半期

連結累計期間の営業外費用の「その他」に含まれる「租税公課」は3,714千円であります。

 

　

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日)

(四半期連結貸借対照表)

　前第２四半期連結会計期間において、有形固定資産の「その他」に含めていた「建物及び構築物」は、資産総額

の100分の10を超えたため、当第２四半期連結会計期間より区分掲記することとしております。なお、前第２四半期

連結会計期間の有形固定資産の「その他」に含まれる「建物及び構築物」は1,516,370千円であります。

 

(四半期連結損益計算書)

　前第２四半期連結会計期間において、営業外費用の「その他」に含めていた「租税公課」は、営業外費用の総額

の100分の20を超えたため、当第２四半期連結会計期間より区分掲記することとしております。なお前第２四半期

連結会計期間の営業外費用の「その他」に含まれる「租税公課」は3,625千円であります。
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【簡便な会計処理】

　

項目
当第２四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)

１　一般債権の貸倒見積高の算定方法 　当第２四半期連結会計期間末の貸倒実績率が前連結会計年度末に算

定したものと著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末

の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。

２　棚卸資産の評価方法 　棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものにつ

いてのみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっており

ます。なお、一部の連結子会社については、当第２四半期連結会計期間

末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前連結会計年度末の

実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法によってお

ります。

３　固定資産の減価償却費の算定方法 　減価償却の方法として定率法を採用している固定資産については、連

結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法によっ

ております。

４　繰延税金資産の回収可能性の判断 　一部の連結子会社を除き、繰延税金資産の回収可能性の判断について

は、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異の発生状況に

ついて前連結会計年度末から大幅な変動がないと認められるため、同

年度末の検討において使用した将来の業績予測及びタックス・プラン

ニングの結果を適用しております。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

　

項目
当第２四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)

税金費用の計算 　当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実

効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を

乗じて計算する方法を採用しております。ただし、当四半期連結会計期

間においては、見積実効税率を使用することが出来ないため、法定実効

税率を使用しております。なお、一部の連結子会社においては、原則的

な方法によっております。

　また、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

※　有形固定資産の減価償却累計額　　3,162,389千円 ※　有形固定資産の減価償却累計額　　2,884,655千円
　

　

(四半期連結損益計算書関係)

第２四半期連結累計期間

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

※　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の

とおりである。

 

給料手当 415,194千円

賞与引当金繰入額 76,737千円

退職給付費用 9,369千円

荷造発送費 327,473千円

減価償却費 25,740千円

研究開発費 214,829千円

※　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の

とおりである。

 

給料手当 336,944千円

賞与引当金繰入額 34,329千円

退職給付費用 8,682千円

貸倒引当金繰入額 979千円

荷造発送費 81,804千円

減価償却費 32,142千円

研究開発費 160,078千円

 

第２四半期連結会計期間

前第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日)

※　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の

とおりである。

 

給料手当 207,549千円

賞与引当金繰入額 19,187千円

退職給付費用 3,168千円

荷造発送費 170,307千円

減価償却費 15,086千円

研究開発費 105,825千円

※　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の

とおりである。

 

給料手当 163,972千円

賞与引当金繰入額 8,013千円

退職給付費用 4,344千円

貸倒引当金繰入額 248千円

荷造発送費 41,716千円

減価償却費 17,753千円

研究開発費 81,844千円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

※  現金及び現金同等物の当第２四半期連結累計期間末

残高と当第２四半期連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係(平成20年９月30日現在)　　

※  現金及び現金同等物の当第２四半期連結累計期間末

残高と当第２四半期連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係(平成21年９月30日現在)　　

　

現金及び預金勘定 3,827,426千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △100,000千円

現金及び現金同等物 3,727,426千円

　

　

現金及び預金勘定 3,311,490千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △100,000千円

現金及び現金同等物 3,211,490千円

　

　

　

(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成21年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　

至　平成21年９月30日)

　

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 65,781,228

　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 92,291

　

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。
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４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年６月26日
定時株主総会

普通株式 98,538 1.50平成21年３月31日平成21年６月29日 利益剰余金

　

(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の

効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自  平成20年７月１日  至  平成20年９月30日)

　

当社及び連結子会社の事業は、工作機械事業ならびにこれらの付帯業務の単一事業であります。従いま

して、開示対象となるセグメントはありませんので、記載を省略しております。

　

　

当第２四半期連結会計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日)

　

当社及び連結子会社の事業は、工作機械事業ならびにこれらの付帯業務の単一事業であります。従いま

して、開示対象となるセグメントはありませんので、記載を省略しております。

　

　

前第２四半期連結累計期間(自  平成20年４月１日  至  平成20年９月30日)

　

当社及び連結子会社の事業は、工作機械事業ならびにこれらの付帯業務の単一事業であります。従いま

して、開示対象となるセグメントはありませんので、記載を省略しております。

　

　

当第２四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日)

　

当社及び連結子会社の事業は、工作機械事業ならびにこれらの付帯業務の単一事業であります。従いま

して、開示対象となるセグメントはありませんので、記載を省略しております。
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【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自  平成20年７月１日  至  平成20年９月30日)

　
日本
(千円)

アジア
(千円)

北米
(千円)

その他の地
域(千円)

計
(千円)

消去又は全
社(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

4,840,2162,445,32880,655229,8747,596,075― 7,596,075

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

207,709469,0455,005 ― 681,759(681,759)―

計 5,047,9252,914,37485,661229,8748,277,835(681,759)7,596,075

営業利益又は営業損失(△) 639,998190,999△13,0695,139823,0679,173832,241

(注) １　地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本邦以外の地域の内訳は次のとおりであります。 

アジア・・・・・・台湾、中国 

北米・・・・・・・アメリカ 

その他の地域・・・イギリス

３　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更 ３ 会計処理の原則及び手続の変更 (2)

連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱いの適用」に記載のとおり、「連結財

務諸表における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」(企業会計基準委員会 平成18年５月17日 実

務対応報告第18号)を当第１四半期連結会計期間から適用しております。

　

　

当第２四半期連結会計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日)

　
日本
(千円)

アジア
(千円)

北米　
(千円)

その他の地
域(千円)

計
(千円)

消去又は全
社(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

1,020,039403,98628,76018,2801,471,067― 1,471,067

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

32,85088,2991,103 194 122,448(122,448)―

計 1,052,889492,28629,86418,4741,593,515(122,448)1,471,067

営業利益又は営業損失(△) △513,594△139,168△8,303△9,972△671,03722,219△648,818

(注) １　地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本邦以外の地域の内訳は次のとおりであります。 

アジア・・・・・・台湾、中国 

北米・・・・・・・アメリカ 

その他の地域・・・イギリス
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前第２四半期連結累計期間(自  平成20年４月１日  至  平成20年９月30日)

　
日本
(千円)

アジア
(千円)

北米
(千円)

その他の地
域(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

9,066,1214,244,772253,134323,07813,887,106― 13,887,106

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

439,8151,060,7187,437 311,508,003(1,508,003)―

計 9,505,9365,305,491260,571323,11015,395,109(1,508,003)13,887,106

営業利益又は営業損失(△) 1,152,833393,920△11,657△2,6431,532,4529,5901,542,043

(注) １　地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本邦以外の地域の内訳は次のとおりであります。

アジア・・・・・・台湾、中国

北米・・・・・・・アメリカ

その他の地域・・・イギリス

３　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更 ３ 会計処理の原則及び手続の変更 (2)

連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱いの適用」に記載のとおり、「連結財

務諸表における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」(企業会計基準委員会 平成18年５月17日 実

務対応報告第18号)を当第１四半期連結会計期間から適用しております。この結果、従来の方法によった場合

に比べて、「日本」及び「連結」のそれぞれにおいて、営業利益が16,844千円減少しております。

　

　

当第２四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日)

　
日本
(千円)

アジア　
(千円)

北米
(千円)

その他の
地域(千
円)

計
(千円)

消去又は全
社(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

2,189,547990,45544,88281,4593,306,345― 3,306,345

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

51,145262,7472,203 496 316,592(316,592) ―

計 2,240,6921,253,20347,08581,9563,622,938(316,592)3,306,345

営業利益又は営業損失(△) △857,993△228,603△19,263△23,312△1,129,17333,593△1,095,580

(注) １　地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本邦以外の地域の内訳は次のとおりであります。

アジア・・・・・・台湾、中国

北米・・・・・・・アメリカ

その他の地域・・・イギリス
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【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間(自  平成20年７月１日  至  平成20年９月30日)

　 アジア ヨーロッパ 北米 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(千円) 2,104,1661,597,61288,751 209,2223,999,753

Ⅱ　連結売上高(千円) ― ― ― ― 7,596,075

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

27.7 21.0 1.2 2.8 52.7

(注) １　地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　各区分の地域の主な内訳は次のとおりであります。 

(1)アジア・・・・・・中国、台湾、インドネシア、タイ、インド 

(2)ヨーロッパ・・・・イタリア、イギリス、トルコ、スペイン 

(3)北米・・・・・・・アメリカ、カナダ 

(4)その他の地域・・・ブラジル、アルゼンチン

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の地域における売上高であります。

　

当第２四半期連結会計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日)

　 アジア ヨーロッパ 北米 その他の地域 計

Ⅰ  海外売上高(千円) 583,653 42,667 91,457 916 718,695

Ⅱ  連結売上高(千円) ― ― ― ― 1,471,067

Ⅲ  連結売上高に占める
    海外売上高の割合(％)

39.7 2.9 6.2 0.1 48.9

(注) １　地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　各区分の地域の主な内訳は次のとおりであります。 

(1)アジア・・・・・・インド、中国、台湾、マレーシア 

(2)ヨーロッパ・・・・スイス、イギリス、チェコ、ドイツ 

(3)北米・・・・・・・アメリカ 

(4)その他の地域・・・ブラジル、南アフリカ

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の地域における売上高であります。
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前第２四半期連結累計期間(自  平成20年４月１日  至  平成20年９月30日)

　 アジア ヨーロッパ 北米 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(千円) 3,867,8762,836,852345,779 389,7477,440,255

Ⅱ　連結売上高(千円) ― ― ― ― 13,887,106

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

27.9 20.4 2.5 2.8 53.6

(注) １　地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　各区分の地域の主な内訳は次のとおりであります。

(1)アジア・・・・・・中国、台湾、タイ、インド、インドネシア

(2)ヨーロッパ・・・・イタリア、トルコ、イギリス、ドイツ

(3)北米・・・・・・・アメリカ、カナダ

(4)その他の地域・・・アルゼンチン、ブラジル

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の地域における売上高であります。

　

当第２四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日)

　 アジア ヨーロッパ 北米 その他の地域 計

Ⅰ  海外売上高(千円) 1,326,388282,889 128,530 15,2071,753,016

Ⅱ  連結売上高(千円) ― ― ― ― 3,306,345

Ⅲ  連結売上高に占める
    海外売上高の割合(％)

40.1 8.6 3.9 0.5 53.0

(注) １　地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　各区分の地域の主な内訳は次のとおりであります。 

(1)アジア・・・・・・中国、インド、台湾、タイ 

(2)ヨーロッパ・・・・トルコ、イギリス、スイス、ロシア 

(3)北米・・・・・・・アメリカ 

(4)その他の地域・・・南アフリカ、アルゼンチン

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の地域における売上高であります。

　

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。

　

(デリバティブ取引関係)

該当事項はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。
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(企業結合等関係)

当第２四半期連結会計期間(自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日)

　　　　(共通支配下の取引等)

　　１　結合当事企業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称

        並びに取引の目的を含む取引の概要

  　　　(1)　結合当事企業の名称及びその事業の内容

　　　　①結合企業　

　　　　　名称　　　　　株式会社滝澤鉄工所

　　　　　事業の内容　　工作機械製造・販売

　　　　②被結合企業

　　　　　　名称　　　　　株式会社カスケード

　　　　　　事業の内容　　不動産の賃貸

　 　　 (2)　企業結合の法的形式

　　　　　　　当社を存続会社とする吸収合併方式とし、株式会社カスケードは平成21年７月１日

　　　　　　付けで解散しております。

  　　  (3)　結合後企業の名称

　　　　　　　株式会社滝澤鉄工所

  　　　(4)　取引の目的を含む取引の概要

　　　　　　　昨今の厳しい経済情勢に迅速に対応し、経営資源の集約による経営効率の向上と経費

　　　　　　の削減を図ることを目的として、当社を存続会社とし、当社の連結子会社である株式

　　　　　　会社カスケードを消滅会社とする吸収合併を実施いたしました。株式会社カスケードは

　　　　　　当社の100％子会社であるため、本合併による新株式の発行および資本金の増加ならびに

　　　　　　合併交付金の支払はありません。

　　２　実施した会計処理の概要　

　　　　「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会　平成15年10月31日公表分）及び「企業

　　　　結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号

　　　　平成19年11月15日公表分）に基づき、共通支配下の取引として処理しております。
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(１株当たり情報)

１ １株当たり純資産額

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

　 　

　 150.77円
　

　 　

　 165.58円
　

　

　
２ １株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

　

第２四半期連結累計期間

前第２四半期連結累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

１株当たり四半期純利益 11.62円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ─円
　

１株当たり四半期純損失 15.17円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ─円
　

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について、前第２四半期連結累計期間は、潜在株式が存在しないため

記載しておりません。当第２四半期連結累計期間は、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。

２  １株当たり四半期純利益及び１株当たり四半期純損失の算定上の基礎は、次のとおりであります。

項目
前第２四半期連結累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益又は四半
期純損失(△)(千円)

763,407 △996,746

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失
(△)(千円)

763,407 △996,746

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─

普通株式の期中平均株式数(千株) 65,699 65,690

　

第２四半期連結会計期間

前第２四半期連結会計期間
(自  平成20年７月１日
至  平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成21年９月30日)

１株当たり四半期純利益 6.00円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ─円
　

１株当たり四半期純損失 8.67円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ─円
　

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について、前第２四半期連結会計期間は、潜在株式が存在しないため

記載しておりません。当第２四半期連結会計期間は、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。

２  １株当たり四半期純利益及び１株当たり四半期純損失の算定上の基礎は、次のとおりであります。

項目
前第２四半期連結会計期間
(自  平成20年７月１日
至  平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成21年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益又は四半
期純損失(△)(千円)

394,453 △569,846

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失
(△)(千円)

394,453 △569,846

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─

普通株式の期中平均株式数(千株) 65,696 65,689
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(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

(リース取引関係)

所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のもの

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っており、当四半期連結会計期間末に

おけるリース取引残高が、前連結会計年度末に比べて著しい変動が認められないため、記載しておりま

せん。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年11月13日

株式会社滝澤鉄工所

取締役会　御中

　

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　山　　川　　雄　　二　　印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　青　　木　　靖　　英　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社滝澤鉄工所の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間

(平成20年７月１日から平成20年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20

年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社滝澤鉄工所及び連結子会社の平成20

年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の

経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更 ３ 会計処理の原則及び手続の変更に記

載されているとおり、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」(企業会計

基準委員会 平成18年５月17日 実務対応報告第18号)を第１四半期連結会計期間から適用し、連結決算上必要

な修正を行っている。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年11月12日

株式会社滝澤鉄工所

取締役会　御中

　

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　岡　　田　　在　　喜　　印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　青　　木　　靖　　英　　印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社滝澤鉄工所の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間

（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成

21年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及

び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明すること

にある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社滝澤鉄工所及び連結子会社の平成21

年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の

経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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